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障 が い 者 自 立 支 援 
 

障がい福祉サービスは、介護の支援を受ける場合の、「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合の、「訓

練等給付」、市が実施主体として実施する「地域生活支援事業」の３つに大別されています。 

また、補装具費支給制度や、医療費の自己負担額を軽減する自立支援医療制度があります。 

 

１ 介護給付 

  

 
２ 訓練等給付 

 

 
３ 特定障害者特別給付費 

 
 
４ 高額障害福祉サービス費 

 

区   分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

居宅介護（ホームヘルプ） 86 48,716 90 44,213 4 △4,503 

重度訪問介護 5 32,764 6 30,984 1 △1,780 

同行援護 6 914 6 445 0 △469 

行動援護 0 0 0 0 0 0 

重度障害者等包括支援 0 0 0 0 0 0 

短期入所（ショートステイ） 18 24,254 62 39,353 44 15,099 

療養介護 13 38,861 14 39,098 1 237 

生活介護 279 552,266 281 576,194 2 23,928 

施設入所支援 142 190,514 145 189,589 3 △925 

計 549 888,289 604 919,876 55 31,587 

区   分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

対象者 
（人） 

金額 
（千円） 

自立訓練（機能訓練） 1 322 0 0 △1 △322 

自立訓練（生活訓練） 7 9,893 8 10,000 1 107 

宿泊型自立訓練 4 3,888 3 1,604 △1 △2,284 

就労移行支援 8 10,547 9 8,536 1 △2,011 

就労継続支援（A型） 32 41,769 35 46,682 3 4,913 

就労継続支援（B型） 124 154,902 135 164,000 11 9,098 

共同生活援助（グループホーム） 59 90,289 76 109,838 17 19,549 

計 235 311,610 266 340,660 31 29,050 

区 分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 186 24,918 186 25,180 0 262 

区 分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 8 239 9 454 1 215 
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５ 療養介護医療 

 
 
６ 計画相談支援 

 
 
７ 地域移行支援 

 
 
８ 障害児通所給付費 

 
 
９ 高額障害児通所給付費 

 
 
１０ 肢体不自由児通所医療費 

 
 
１１ 障害児相談支援給付費 

区 分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 13 13,176 14 13,635 1 459 

区 分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 487 16,806 551 16,841 64 35 

区 分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 0 0 0 0 0 0 

区  分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者

(人) 

対象者

(人) 

対象者

(人) 

金 額

(千円) 

対象者

(人) 

金 額

(千円) 

児童発達支援 14 4,585 25 5,482 11 897 

医療型児童発達支援 1 157 1 11 0 △146 

放課後等デイサービス 37 46,374 42 46,243 5 △131 

保育所等訪問支援 0 0 0 0 0 0 

計 52 51,116 68 51,736 16 620 

区  分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 0 0 0 0 0 0 

区  分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 対象者(人) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 1 1 1 2 0 1 

区  分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 対象者(人) 金 額(千円) 

 54 2,860 62 2,471 8 △409 
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１２ 自立支援医療 
心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療の給付を

します。 

(1) 更生医療 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
(2) 育成医療 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
(3) 精神通院 

区 分 対象者（人） 

平成 29年度 631 

平成 30年度 676 

令和元年度 708 

※県で医療機関に直接支払い。年度末現在の人数 

 

 

区  分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者（人） 金額（千円） 対象者（人） 金額（千円） 対象者（人） 金額(千円) 

視  覚 0 0 0 0 0 0 

肢  体 6 2,501 7 375 1 △2,126 

心  臓 0 0 0 0 0 0 

そしゃく 0 0 0 0 0 0 

腎  臓 97 75,305 89 59,830 △8 △15,475 

計 113 77,806 96 60,205 △17 △17,601 

区  分 
平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者(人) 金額(千円) 対象者(人) 金額(千円) 対象者(人) 金額(千円) 

視  覚 1 81 0 0 △1 △81 

肢  体 1 184 3 32 2 △152 

心  臓 1 25 1 352 0 327 

そしゃく 3 88 2 48 △1 △40 

その他の内臓障害 1 21 1 13 0 △8 

計 7 399 7 445 0 46 
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１３ 補装具 

  障がい者等の身体機能を補完し、又は代替し、かつ長期間にわたり継続して使用される補装具費の支

給額を給付します。原則として利用者は 1割負担となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１４ 地域生活支援事業 
 
(1) 意思疎通支援事業 

聴覚障がい者等の意思伝達の手段を確保するため、手話通訳者 1名を設置するとともに、本市と

契約している手話通訳者及び要約筆記奉仕員を派遣します。 

手話通訳者等派遣件数 

区  分 
設置通訳者 

（件） 

派遣通訳者 

（件） 

要約筆記奉仕員 

（件） 

合 計 

（件） 

前年度比較 

（件） 

平成 29年度 311 35 2 348 3 

平成 30年度 303 31 2 336 △12 

令和元年度 315 32 2 349 13 

 
  

区    分 

平成 30年度 令和元年度 

交    付 修    理 交    付 修    理 

対象者

（人） 

金額 

(千円) 

対象者

（人） 

金額 

（千円） 

対象者

（人） 

金額 

(千円) 

対象者

（人） 

金額 

（千円） 

眼   鏡 2 52 0 0 3 82 2 66 

補 聴 器 28 1,713 8 390 31 1,762 8 172 

義

肢 

義手 0 0 2 14 0 0 0 0 

義足 2 448 7 820 1 308 5 206 

装    具 13 753 13 129 17 1,056 13 157 

車 い す 10 1,936 21 630 12 2,937 13 449 

電動車いす 0 0 5 301 0 0 3 118 

座位保持装置 1 439 2 293 4 1,755 2 269 

そ の 他 6 1,023 1 37 8 310 0 0 

計 62 6,364 59 2,614 76 8,210 46 1,437 
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(2) 日常生活用具給付事業 

日常生活用具を営むに支障のある在宅障がい者（児）等に対し、日常生活上の便宜を図るための

用具を給付します。 

区  分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

件数 

（件） 

金額 

（千円） 

特殊寝台 0 0 3 447 3 447 

特殊マット 0 0 5 94 5 94 

入浴補助用具 0 0 0 0 0 0 

Ｔ字状・棒状のつえ 0 0 0 0 0 0 

移動・移乗支援用具 0 0 1 54 1 54 

頭部保護帽 3 88 1 12 △2 △76 

聴覚障害者用屋内信号装置 0 0 1 4 1 4 

ネブライザー 0 0 1 10 1 10 

電気式たん吸引器 2 107 3 158 1 51 

盲人用体温計(音声式) 0 0 1 9 1 9 

動脈血中酸素飽和度測定器 6 158 12 312 6 154 

携帯用会話補助装置 0 0 1 96 1 96 

情報・通信支援用具 1 90 1 66 0 △24 

点字ディスプレイ 0 0 0 0 0 0 

視覚障害者用ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾚｺｰﾀﾞｰ 1 85 2 170 1 85 

視覚障害者用拡大読書器 2 214 1 198 △1 △16 

盲人用時計 0 0 3 38 3 38 

聴覚障害者用通信装置 0 0 0 0 0 0 

人工喉頭 1 63 3 204 2 141 

ストマ装具 1,717 14,558 1,742 14,841 25 283 

紙おむつ等 159 1,405 161 1,449 2 44 

洗腸用具 1 12 0 0 △1 △12 

居宅生活動作補助用具 0 0 4 738 4 738 

計 1,893 16,780 1,946 18,900 53 2,120 

 
 

 (3) 手話奉仕員養成研修事業 
聴覚障がい者の生活及び関連する福祉制度等について、理解や認識を深めるとともに、手話で日常

生活を行うために必要な手話語彙や手話表現技術を修得する手話奉仕員を養成します。 

区   分 課 程 開催回数（回） 修了者(人) 

平成 27年度 入門課程 20 5 

平成 28年度 基礎課程 24 4 

平成 29年度 入門課程 20 14 

平成 30年度 基礎課程 24 8 

令和元年度 入門過程 20 6 
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(4) 移動支援事業 

屋外等で１人で移動することが困難な重度視覚障がい者等に対し、ガイドヘルパー等を派遣します。 

区 分 対象者（人） 金 額（千円） 
前年度比較 

対象者（人） 金 額（千円） 

平成 27年度 4 267 △1 133 

平成 28年度 4 148 0 △119 

平成 29年度 2 37 △2 △111 

平成 30年度 3 21 1 △16 

令和元年度 1 41 △2 20 

 
(5) 福祉ホーム 

住居を求めている障がい者（児）に対し、低額な料金で生活の場を提供します。 

区 分 対象者（人） 金 額（千円） 
前年度比較 

対象者（人） 金 額（千円） 

平成 27年度 1 274 0 0 

平成 28年度 1 274 0 0 

平成 29年度 1 274 0 0 

平成 30年度 1 274 0 0 

令和元年度 1 252 0 △22 

 
(6) 訪問入浴サービス 

在宅の重度身体障がい者の清潔の保持、心身機能の維持等を図るため、身体障がい者の居宅を訪

問し、浴槽等を提供して、入浴介護を行います。 

区  分 対象者（人） 金額（千円） 
前年度比較 

対象者（人） 金額（千円） 

平成 27年度 2 628 1 124 

平成 28年度 4 1,540 2 912 

平成 29年度 3 1,861 △1 321 

平成 30年度 3 1,649 0 △212 

令和元年度 4 1,801 1 152 

 

(7) 日中一時支援 
家族の就労等のため、居宅において介護等を受けることが困難な障がい者（児）等に対し、日中

の活動の場を提供します。 

区  分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

施設数 
対象者 

（人） 

金額 

（千円） 
施設数 

対象者 

（人） 

金額 

（千円） 
施設数 

対象者 

（人） 

金額 

（千円） 

放課後支援型 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

短期入所型 12 21 894 13 31 974 1 10 80 

医療施設型 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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(8) 声の広報等発行 

市広報等を、音声によりカセットテープに録音し、重度視覚障がい者等に無料で貸し出します。 

区  分 年間発行回数（回） 対象者（人） 前年度比較（人） 

平成 27年度 23 14 △2 

平成 28年度 23 12 △2 

平成 29年度 23 11 △1 

平成 30年度 23 10 △1 

令和元年度 23 11 1 

 

(9) 自動車運転免許取得・自動車改造助成 
身体障がい者の自立と就労等の社会参加を促進するため、身体障がい者等が普通自動車運転免許を

取得した場合や自動車の改造に要する費用の一部を助成します。 

区  分 

平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

対象者 

（人） 

金額 

（千円） 

対象者 

（人） 

金額 

（千円） 

対象者 

（人） 

金額 

（千円） 

自動車運転免許取得 0 0 0 0 0 0 

自動車改造 3 300 0 0 △3 △300 

 

 

１５ 障害支援区分認定者数の推移 
                                      （単位：人） 

区 分 平成 29年度 平成 30年度 増 減 令和元年度 増 減 

区分１ 1 2 1 3 1 

区分２ 22 27 5 51 24 

区分３ 55 64 9 80 16 

区分４ 116 119 3 124 5 

区分５ 114 98 △16 96 △2 

区分６ 141 117 △24 111 △6 

合 計 449 427 △22 465 38 

※各年度末現在の人数 

※障害支援区分は、介護給付の必要度に応じて適切なサービスが利用できるよう、障害者等に対

する介護給付の必要度を表す６段階の区分です。区分６が一番必要度の高い区分です。 


